様式第１号別紙１（第８条関係）
生産性向上計画書

	１　事業者名
	

	２　計画策定の背景・必要性
	





	３　計画の内容

※⑵取組項目は該当ある部分のみ記載すること。
	⑴目的・概要等




	
	⑵取組項目
①作業環境の整備（５Ｓによるムダ・ミス削減、安全向上等）



	
	②動線・レイアウトの改善



	
	③業務手順の見直し等（工程短縮・共通化、作業順序の改善等）



	
	④事務作業のデジタル化・ＤＸ



	
	⑤機器・設備の自動化、省力化
　
　

	
	⑥その他



	
	⑶実施体制




	
	⑷計画の実施スケジュール



	４　計画のうち、補助事業として取り組む内容
	⑴導入する機器、システム等の概要




	
	⑵機器、システム等の名称、数量



	
	⑶機器、システム等の導入部署と活用方法等



	５　補助事業の実施により期待される効果
	⑴定量的効果（削減労働時間）	

	削減労働時間(月間)
	積算根拠

	【Ａ－Ｂ】

時間
	導入前
【Ａ】
	○○○業務の作業時間：　人･時間/月
<内訳>





	
	導入後
【Ｂ】
	○○○業務の作業時間：　人･時間/月
<内訳>









	
	⑵定性的効果（人手不足の緩和、人員の効率的な配置、高付加価値業務へのシフト、残業時間の縮減等）





	６　補助事業のスケジュール
	
	項　目
	時　期
	備　考

	交付決定
	
	

	発　注
	
	

	納　品
	
	

	運　用
	
	

	効果検証
	
	

	実績報告
	
	




	７　生産性向上により得られる成果の活用目標　＊１
	⑴自社の成長に向けた投資（設備増強、人員増、商品開発・改良等）



	
	⑵従業員の待遇関係（労働時間短縮、賃上げ等）



	
	⑶その他



	８　専門家等の意見
　＊２
	





＊１　補助事業の成果だけでなく、生産性向上計画全体の成果について記載すること。
＊２　福島県専門家活用経営支援事業（生産性向上推進枠）による専門家派遣又は生産性向上支援センターによる支援を受けている場合に記載すること。
